
 

第６回土地家屋調査士特別研修 

考査 問題用紙 

 

 

注意事項 

１．開始の合図があるまで，問題用紙を開いてはいけません。 

２．考査時間は，択一式と記述式で午後２時から午後４時までの２時間です。 

３．択一式と記述式の答案用紙それぞれに，『氏名』，『受講区分』，『ブロック名』及

び『ブロック通番』を忘れずに記入してください。 

  なお，ブロック通番は，３桁で記入してください。（記入例参照） 

   （例）ブロック通番が１５番の場合は，百の位に「０」，十の位に「１」，一の位に「５」 

４．択一式問題は，第１問から第１５問までの全１５問です。 

５．記述式問題は，大問が第１問と第２問の２問あります。（第１問は小問１から小問３

まで） 

６．考査開始の合図と同時に問題用紙を確認してください。もし，落丁や乱丁がありまし

たら，ただちに考査監督者に申し出てください。 

７．答は，択一式と記述式の答案用紙それぞれに記入してください。 

８．択一式と記述式の答案用紙それぞれへ，解答に関係のないことを書いた場合は，その

答案用紙を無効にすることがあります。 

９．択一式は黒鉛筆（ＨＢ又はＢ），記述式はペン（黒又は青）で記載してください。 

  なお，記述式の解答を修正する場合は，二重線で消して訂正してください。 

10．巻末に下書き用紙を付けてありますので，適宜，使用してください。 

11．机の上に筆記用具以外を出しておくことは禁止しています。携帯電話・ＰＨＳ等は，

必ず電源を切り，鞄等にしまってください。 

12．考査問題に関する質問には，一切お答えしません。 

13．途中退出は，考査開始３０分後から考査終了１０分前まで可能です。途中で退出した

場合は，考査会場へ再入場できません。 

14．提出していただくのは，答案用紙のみです。問題用紙は持ち帰ることができます。 

  ただし，途中で退出する場合は，持ち帰ることはできません。 

 

 

日本土地家屋調査士会連合会 
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択一式問題 
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第 １ 問 「知る権利」に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを一

つ選びなさい。 

１ 表現の自由は，本来，表現の受け手の存在を前提にしているから，「知る

権利」を保障する意味も含まれる。 

２ 表現の自由を保障する憲法第２１条は，明文をもって「知る権利」が保障

されることを定めている。 

３ 報道機関の報道は，国民の「知る権利」に奉仕するものであるから，報道

の自由も，表現の自由の保障に含まれる。 

４ 個人は，さまざまな事実や意見を知ることによって，初めて政治に能動的

に参加することができるから，「知る権利」は，参政権的な役割を持つ。 

 

 

第 ２ 問 法律の成立，執行，効力に関する次の１から４までの記述のうち，誤ってい

るものを一つ選びなさい。 

１ 法律案は，両議院で可決したときのみ法律となる。 

２ 内閣は，法律を誠実に執行しなければならない。 

３ 最高裁判所は，一切の法律が憲法に適合するかしないかを決定する権限を

有する終審裁判所である。 

４ 裁判所が，ある事件である法律を違憲無効と判示した場合に，違憲とされ

た法律は，一般的に無効となるとする見解と，当該事件に限って適用が排除

されるとする見解がある。 

 

 

第 ３ 問 無効・取消しに関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを一

つ選びなさい。 

１ 法律行為の取消しがされると，取り消された行為は，行為の行われた時に

さかのぼって無効となる。 

２ 取り消すことのできる行為は，追認によって，その行為がされた時から有

効な行為であることが確定する。 

３ 無効な行為は，追認によって，その行為がされた時から有効な行為である

ことが確定する。 

４ 取り消すことができる契約によって債務を負っていた者が，追認可能とな

った時期以降に，その契約上の債務を任意に履行したときは，当該契約を取

り消すことができなくなる。 
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第 ４ 問 意思表示に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを一つ選びな

さい。 

１ Ａは，Ｂから「パソコンを売ります。」と言われたが，真実はＢにその意

思がないことを知っていた。Ｂの意思表示は無効である。 

２ Ａは，Ｃから詐欺を受けた結果，Ａ所有の土地をＢに売却した。買主Ｂは，

Ｃによる詐欺の事実を知っていた。その場合でも，Ａは当該売買契約を取り

消すことができない。 

３ Ａは，Ｂから，Ｂ所有の甲車を買うつもりであったが，Ｂに対して誤って

Ｂ所有の乙車を買う旨の意思表示をした。Ａは，自らに重大な過失があった

場合でも，Ｂに対して，当該意思表示の無効を主張することができる。 

４ Ａは，Ｂと通謀の上，Ａ所有の甲地について売買を原因とする所有権移転

があったように見せかけ，Ｂへの所有権移転の登記の申請をした。Ａの意思

表示は有効である。 

 

 

第 ５ 問 代理に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを一つ選びな

さい。 

１ 代理人が，その権限内において，本人のためにすることを示してした意思

表示は，本人に対して直接その効力を生じる。 

２ 代理人が，本人のためにすることを示さないでした意思表示であっても，

相手方において，代理人が本人のためにすることを知ることができた場合に

は，意思表示の効果は，本人に帰属する。 

３ 復代理人が選任されても，代理人の代理権は何ら制限されない。 

４ 復代理人が，代理人のためにすることを示してした意思表示の効果は，代

理人に帰属する。 
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第 ６ 問 付合・加工に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを一つ

選びなさい。 

１ 建物の賃借人Ａは，賃貸人Ｂの承諾を得て建物に増築を行っても，増築部

分が取引上の独立性を有しない場合には，当該増築部分の所有権を取得しな

い。 

２ Ａ所有の生地に，Ｂが工作を加えて反物とした場合，工作によって生じた

反物の価格が生地の価格を著しく超えるときは，Ｂがこの反物の所有権を取

得する。 

３ Ａ所有の甲動産と，Ｂ所有の乙動産が付合し，その主従の区別をすること

ができない場合は，付合の時における価格が高い動産の所有者が，その合成

物の所有権を取得する。 

４ Ａ所有の甲動産と，Ｂ所有の乙動産が付合し，分離するのに過分の費用を

要する場合は，その合成物の所有権は，主たる動産の所有者に帰属する。 

 

 

第 ７ 問 物権的請求権に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを一つ選

びなさい。 

１ 共有物についての返還請求権は，共有者全員でないと行使することができ

ない。 

２ 土地所有権に基づき，土地上に存在する自動車の撤去を求める訴えは，妨

害排除請求権の行使に当たる。 

３ 動産所有権に基づき，他人が占有する動産の引渡しを求める訴えは，妨害

排除請求権の行使に当たる。 

４ 土地所有権に基づき，土地上に設置された看板の撤去を求める訴えは，妨

害予防請求権の行使に当たる。 

 

 

第 ８ 問 抵当権に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを一つ選び

なさい。 

１ 抵当権は，抵当権設定の法律行為がなければ成立しない。 

２ 抵当権が設定された不動産の第三取得者は，抵当権消滅請求をすることが

できる。 

３ 抵当権が設定された不動産を，停止条件付きで取得した第三者は停止条件

の成否が未定である間は，抵当権消滅請求をすることができない。 

４ 抵当権は，債務者以外の第三者の所有する不動産には設定することができ

ない。 
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第 ９ 問 債権者代位権に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを一つ選

びなさい。 

１ 債権者代位権は，債務者が無資力の場合に限って行使することができる。 

２ 債権者代位権は，代位行使する権利が金銭債権である場合に限って行使す

ることができる。 

３ 債権者代位権は，被保全債権が金銭債権である場合に限って行使すること

ができる。 

４ 債権者代位権は，裁判外でも行使することができる。 

 

 

第１０問 売買契約に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを一つ選びな

さい。 

１ 売買契約は，書面によって締結しないとその効力が認められない。 

２ 売買契約は，目的物の所有権を移転する旨の合意があれば有効に成立する。 

３ 売買契約の目的物が不動産である場合，売買契約は，所有権移転の登記が

された時に有効に成立する。 

４ 履行期の定めのない売買契約においては，売主は，代金支払の提供がされ

るまで，履行を拒むことができる。 

 

 

第１１問 建物の賃貸借に関する次の１から４までの記述のうち，正しいものを一つ選

びなさい。 

１ 賃借人は，建物を自由に使用収益することができるから，自由に転貸する

ことができる。 

２ 賃借人が建物の雨漏りを修理した場合，賃借人は，その修理に要した費用

を賃貸人に請求することができる。 

３ 期間の定めがない場合，賃借人はいつでも解約の申し入れをすることがで

き，これによって賃貸借は直ちに終了する。 

４ 目的物である建物が，賃貸借契約成立後に不可抗力によって全部滅失して

も，賃貸借契約は期間満了まで終了しない。 
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第１２問 Ａの子としてＢ，Ｂの子としてＣがいる場合における相続に関する次の１か

ら４までの記述のうち，正しいものを一つ選びなさい。 

１ Ａの死亡前にＢが死亡していたときは，ＣはＡの相続人となる。 

２ Ａの死亡前にＢが死亡していた場合において，ＡがＢの兄Ｄにすべての遺

産を相続させる旨の遺言を行っていたときは，Ｃは遺留分を主張することは

できない。 

３ Ａの死亡後，Ｂが相続の放棄をしたときには，Ｃは相続人となる。 

４ Ａの死亡前にＢが死亡していた場合において，Ｃが成人後，Ｂの死亡前に

Ｅの養子となっていたときには，ＣはＡの相続人とならない。 

 

 

第１３問 訴訟手続に関する次の１から４までの記述のうち，誤っているものを一つ選

びなさい。 

１ 訴状の送達を受けた被告が，第１回口頭弁論期日に指定された日は都合が

つかず出廷できない場合，第１回期日までに裁判所に答弁書を提出しておか

ないと敗訴する可能性がある。 

２ 書証の申出は，当事者が文書を裁判所に提出してするのが一般的であるが，

当事者の手元にない文書について，その所持者に提出を命じることを申し立

てる方法もある。 

３ 通常共同訴訟において，被告Ａが自らに主張立証責任がある事実を主張し

ないでいたところ，共同被告Ｂが当該事実を主張した場合には，被告Ａも当

該事実を主張したことになる。 

４ 訴訟当事者の一方が提出した証拠が，当該当事者の不利に働いたり，相手

方の有利に働くこともある。 
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第１４問 手続の終了とその効果に関する次の１から４までの記述のうち，正しいもの

を一つ選びなさい。 

１ 訴えが取り下げられると，訴訟は初めから係属していなかったことになる

から，取下げの時期を問わず，新たに同一の請求について別訴を提起するこ

とは妨げられない。 

２ 被告が請求を認諾して訴訟が終了した場合，認諾調書には確定判決と異な

り執行力が生じないから，これを債務名義として強制執行を申し立てること

はできない。 

３ 土地家屋調査士会が法務大臣の認証を受けて行う民間紛争解決手続にお

ける和解契約書を債務名義として，土地の明渡しの強制執行を申し立てるこ

とができる。 

４ 訴訟上の和解調書には，本案請求の目的たる請求権（訴訟物）以外の権利

関係についても定めることができる。 

 

 

第１５問 土地家屋調査士法第３条第２項に規定する土地家屋調査士（以下「認定土地

家屋調査士」という。）の業務に関する次の１から４までの記述のうち，誤っ

ているものを一つ選びなさい。 

１ 認定土地家屋調査士は，弁護士が同一の依頼者から受任していない事件に

ついても，民間紛争解決手続代理関係業務についての相談業務を行うことが

できるが，依頼者のために紛争の相手方と和解のための交渉を行うことはで

きない。 

２ 認定土地家屋調査士Ａは，かつて筆界調査委員をしていた。Ａは，その当

時筆界調査委員として取り扱った事件についても，民間紛争解決手続代理関

係業務を行うことができる。 

３ 認定土地家屋調査士は，民間紛争解決手続代理関係業務に関するものであ

るか表示に関する登記の申請手続に関するものであるかを問わず，取り扱っ

た事件につき知り得た秘密については，正当な理由なく他に漏らしてはなら

ない。これに違反した者は，刑事罰を科せられることがある。 

４ 民間紛争解決手続代理関係業務を行うことを目的としない土地家屋調査

士法人Ｂが，Ｃから筆界特定手続について法務局へ提出する書類作成業務の

みを受任していた場合，Ｂの使用人である認定土地家屋調査士Ｄは，Ｃの同

意がなくても当該事件の相手方Ｅから別の民間紛争解決手続代理関係業務

を個人で受任することができる。 
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記述式問題 
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第１問 

別紙記載のＡ，Ｂ及びＣの言い分に基づき，以下の各小問に答えなさい。 

 

[小問１] 

認定土地家屋調査士Ｘが，Ａの代理人として平成２３（２０１１）年４月時点におい

て，Ｂ及びＣに対して，民間紛争解決手続として調停を申し立てようとする場合，Ｃに

対する申立ての趣旨をどのように記載すべきか（弁護士との共同受任を前提とする）。 

 

[小問２] 

小問１で記載した申立ての趣旨は，Ｃに対するどのような法的請求か，簡潔に記載し

なさい。 

 

[小問３] 

別紙概略図のク・ウ・エ・キ・クの各点を順次直線で結ぶ範囲の土地の所有権又は賃

借権の取得について，Ｂ又はＣがする主張に関して，（１）から（３）までの問に答え

なさい。 

（１）Ｃの法的主張にはどのようなものがあるか。考えられる主張を具体的に記載

しなさい。 

 

（２）Ｂが土地所有権の時効取得を主張する場合，民法上，時効取得の要件として

どのような要件が必要となるか，列挙して簡潔に示しなさい（民法上の推定規

定があるものも記載すること。）。 

 

（３）Ｂが土地所有権の時効取得を主張するにあたり，以下の事項について答えな

さい。 

① 時効はいつ完成したと主張するか。 

② ①の時点を時効完成時点として，Ｂが自己の所有地として占有していると考

えられる事情について，具体的に列挙して記載しなさい。 
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（別紙） 

〔Ａの言い分〕 

私の父Ｑは，昭和５２（１９７７）年ころ，別紙概略図のア・イ・オ・カ・アの各点

を直線で結んだ土地について，所有者であるＰから，甲土地側の半分を購入しました。

Ｐは，２筆に分かれていたア・イ・オ・カ・アの土地を一体で利用し，甲地側に自宅を

建て，乙地側の一部を貸駐車場及び自宅駐車場として利用していたとのことですが，Ｑ

が甲土地を購入することになったため，古くなったＰの自宅は取り壊して生垣だけが残

っていたとのことです。 

Ｑは，甲土地を購入してすぐに自宅建物（丙建物）を建てて，それ以来，ずっと住ん

でいました。私も子供の頃にここに引っ越してきて，平成２（１９９０）年にＱが亡く

なってからは，私がこの土地と建物を相続して住んでいましたが，管理が大変になった

ので，平成７（１９９５）年の５月からは，丙建物をＲに賃貸して，自分は隣町のマン

ションに住んでいます。 

今回，土地と建物を売却しようと思い，測量をしてもらったら，隣地の丁建物が，隣

地との境界のキ・エの線を越境して私の土地の上にかかって建てられていることがわか

りました。ク・ウ・エ・キ・クの部分は，もともとＰは通路にもしていたようですが，

舗装もされていませんし，私たち家族が引っ越してきてからは，庭の一部として使って

います。今回，測量をしてみて，キの地点に，境界石らしき古い石杭を発見しました。

また，ア・イ・キの各地点を基準にして測量すると，ア・イ・エ・キ・アの各点を直線

で結んで囲んだ土地の面積がちょうど３２０平方メートルになりました。 

隣地の所有者Ｂと借地権者Ｃに撤去を申し入れたところ，反対に，Ｂからは，生垣を

含めたク・ウ・エ・キ・クで囲まれた範囲の土地はＢがＰから購入した土地に含まれ，

ク・ウ・オ・カ・クで囲まれた土地がＢの所有であると言われて唖然としました。また，

Ｂが土地を賃貸していた借地権者Ｃからは，土地を借りて丁建物を建てた当初から，Ｂ

から生垣の部分までが敷地であると言われ，生垣の部分までを含めてずっと利用してい

る，というのです。 

私は，不動産の管理については不動産会社に任せているので，最近はあまり現地をみ

ていませんが，私が小さい頃は，よく，庭の生垣をネット代わりにはさんでバトミント

ンをしたりしての生垣の外側のク・ウ・エ・キ・クの部分を使って遊んだものです。Ｑ

の話では，生垣は，私たちが引っ越してくる前に，Ｐが駐車場から自宅が見えにくいよ

うに自宅のそばに作ったということで，境界とは関係ないとのことでした。生垣は，庭

が狭くなって不便なので，Ｑが自宅の丙建物の前の部分だけを残して撤去しました。私

たち家族が引っ越してきてしばらくしてから，隣地の駐車場をＢが買ったということで

すが，私はいつも生垣の外側で遊んでいて，Ｂに会ったときも文句を言われたことなど

ありませんでした。 

 Ｑが購入した土地は，別紙の概略図で示すとア・イ・エ・キ・アの範囲になるはずで
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す。売却の支障にもなりますので，ＢとＣには丁建物を撤去して早く土地を返してほし

いです。 

 

〔Ｂの言い分〕 

 私は，昭和５５（１９８０）年の３月１日に，Ｐから，別紙概略図のア・イ・オ・カ・

アの点を直線で結んだ土地の乙土地側のク・ウ・オ・カ・クの範囲の土地を購入して引

渡しを受けました。この土地は，もともとＰがア・イ・オ・カ・アの全体を所有してい

た時から２筆にわかれていたそうで，２筆は，登記上も半分ずつ３２０平方メートルと

なっていたので，境界について特に測量等をすることはなく，半分ずつ，２筆それぞれ

を，Ｑと私が順番に買ったものです。 

購入時，Ｐからは，生垣のあたりまでが私の購入地だと示され，Ｐが経営していた貸

駐車場の運営も私がそのまま引き継ぎました。ク・ウ・エ・キ・クの部分は駐車場から

人が通れる通路として利用されていました。今は，生垣はク・ウを結ぶ線の半分しかあ

りませんが，私が引渡しを受けた時には，ク・ウを直線で結ぶ線全体にかかって生垣が

ありました。 

昭和５５（１９８０）年３月１日の購入後しばらくは，そのまま貸駐車場として使用

していましたが，その後，平成１０（１９９８）年からは，Ｃに借地として賃貸してい

ます。Ｃは賃借してすぐに自宅建物（丁建物）を建てて住んでいます。 

 私とＰとの売買契約書を確認したところ，売買の目的となる土地の面積として３２０

平方メートルとの記載があり，Ａからの申入れを受けて，私のほうでも自分で実測して

みましたが，キ・エ・オ・カ・キの範囲だけでは約３００平方メートルしかありません。

ク・ウ・エ・キ・クの範囲は，約３０平方メートルでした。 

今回，隣地のＡから，丁建物が越境しているので越境部分を撤去してほしい，と言わ

れて驚いていますが，私は，ク・ウ・エ・キ・クの土地を含めて，Ｐから購入し，自分

の土地をＣに貸してその上にＣが建物を建てているだけです。 

 

〔Ｃの言い分〕 

 私は，平成１０（１９９８）年の４月１日に，Ｂからク・ウ・オ・カ・クの土地を借

地として借りて引渡しを受け，自宅（丁建物）を建てて住んでいます。 

 今回，隣地の地主Ａから，丁建物が越境しているので越境部分を撤去して明け渡すよ

うに言われましたが，寝耳に水の話です。 

 土地の賃貸人のＢに聞いたところ，Ｂは，昭和５５（１９８０）年ころ，Ｐから，別

紙概略図のア・イ・オ・カ・アの点を直線で結んだ土地の半分，乙土地側のク・ウ・オ・

カ・クの範囲になる部分の土地を購入したとのことです。 

Ｂは，購入後，乙地を貸駐車場として使用していたとのことで，その後，平成１０（１

９９８）年から，私が借地として借りています。 
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 平成１０（１９９８）年の９月に自宅建物（丁建物）が完成しましたが，４月１日に

引渡しを受けた当初に生垣の前を自転車置場にする工事を行い，生垣のところまでを敷

地として使用しています。自宅の丁建物についても，境界を越えないよう，生垣の延長

線上から下がって建つように確認しました。丁建物と，ク・ウの点を直線で結んだ生垣

のない側の境界線までとの間には，自宅を建てる前から，４月にすぐ土を入れ替えて家

庭菜園にして野菜を植え，毎年収穫しています。今はちょうど何も植えていない時期で

すが，私が家庭菜園で育てたものは隣地のＲにも分けていますし，ＡやＲから文句を言

われことなどありません。ずっと住み続けてきた自宅を撤去しなければならない理由な

どないはずです。 

 



ア

イ ウ エ オ

カ

コ サ シ

ス

丙建物

丁建物

公
道

ケ セ

家
庭
菜
園

Ｎ

ク キ

石杭 乙土地

＊セ点及びサ点は、キ・エを結ぶ直線上にある。

甲土地

生
垣

概　略　図
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第２問 

（１）認定土地家屋調査士Ａは，土地家屋調査士会が協力して市役所で開催している無

料相談会において，相談に訪れたＸから，公図や登記事項証明書等の関連資料の提

示を受けながら，自宅の敷地（甲地）と隣地（乙地）との境界が不明で，乙地所有

者Ｙとの間に言い分の食い違いがあるなど，紛争の状況について具体的な説明を受

けた。 

この日，相談時間は３０分間と限られていたため，Ａは，一般的な解決方法とし

て，任意交渉，筆界特定手続，民間紛争解決手続等があることを抽象的に説明する

にとどめ，別途，相談日を設けてＡの事務所で相談の続きを行うこととした。 

ところが，その後，Ｘから連絡が入り，続きの相談はキャンセルとなった。 

そして，その１か月後，Ａは，知人に紹介されたＹから，「甲地と乙地との境界

に関し，Ｘから民間紛争解決手続の申立てがなされたので，私の知っている弁護士

と共同で私の代理人になってほしい。」と依頼された。 

Ａは，この依頼を受けることはできるか。 

結論を解答用紙の結論欄に，理由を理由欄に２００字以内で記載しなさい。 

 

（２）上記事例において，Ｘが無料相談会に資料を一切持参せず，紛争内容の説明が抽

象的・概略的なものにとどまっており，かつ，Ｙからの依頼がＸの相談を受けてか

ら１年後のことであった場合は，Ａは，Ｙからの依頼を受けることはできるか。 

結論を解答用紙の結論欄に，理由を理由欄に１５０字以内で記載しなさい。 
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